
そ の 他
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

522,387 507,155 15,232 506,325 491,508 14,817

事業費 203,801 188,597 15,204 0

職員人件費 0 0

公債費 318,586 318,558 28 0

職員数（人） 3 3 0 16,062 15,647 415

再任用職員数（人） 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 本庁舎・ふれあいプラザ

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 本庁舎(延床面積：20,901.07㎡）・ふれあいプラザ（延床面積：2,069.47㎡）

（３）概要

事業別行政サービス成果表

特定財源（都市計画税）

特定財源（その他）
参考

地方債

決算書頁

203,801細事業事業費

国県支出金

市庁舎の適正な維持管理により、より良好な職場環境の確保

<細事業１> 庁舎維持管理事業

事業名

内
　
訳

事業コスト

一般財源総 事 業 費

所管室・課

庁舎維持管理事業

総務部 行政室 管財課 作  成  者 課長　歳内　秀樹

120

本庁舎及びふれあいプラザの維持管理と良好な職場環境を確保するため、各種修繕や改修を行った。
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

・本庁舎蛍光灯安定器交換修繕

・本庁舎受電設備継電器修繕

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

　  コストを下げる努力については、過去から取り組みを続けており今後も継続し、さらなるコストダウンを進める予定であるが、

庁舎建設後１５年以上が経過し、全般に防水機能の低下や設備関係の消耗が見られ、修繕費の増加が懸念される。

・ふれあいプラザ屋上、外壁改修

・本庁舎各階フロアーのパーテーション改修

施策別行政サービス成果表の評価指標

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

167,740 181,838 △ 14,098 119,752 128,800 △ 9,048

事業費 38,829 45,677 △ 6,848 38 48 △ 10

職員人件費 128,911 136,161 △ 7,250 0

公債費 0 0

職員数（人） 13 14 △ 1 47,950 52,990 △ 5,040

再任用職員数（人） 1 1 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 本市に住民登録、本籍地、外国人登録がある者及び関係者。印鑑登録は、１５歳以上の者。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 住民基本台帳人口159,327人、戸籍人口102,588人、外国人登録人口1,409人（いずれもH19.3.31現在）　他

（３）概要

①住民基本台帳法等に基づき、住民の居住関係を記録管理する。

②印鑑条例等に基づき、印鑑登録を記録管理する。

③各届出、請求の受付、証明書発行を行う。

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 本市に住民登録、本籍地、外国人登録がある者及び関係者。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 住民基本台帳人口159,327人、戸籍人口102,588人、外国人登録人口1,409人（いずれもH19.3.31現在）　他

（３）概要

市内９ヶ所の行政センターで各種証明書の発行を行う。

事業別行政サービス成果表

事業名 住民基本台帳及び印鑑登録事業 決算書頁 164

所管室・課 市民生活部　生活文化室　市民課 作  成  者 参事　堀　哲雄

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

住民の居住関係、印鑑登録を記録管理し、各証明書発行を行うこと。

<細事業１> 住民基本台帳及び印鑑登録事業 細事業事業費 22,742

〈細事業２〉 行政センター運営事業 細事業事業費 16,087
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

住民に関する居住関係の事務処理を適切に行い、迅速な証明発行、関連業務への適正な活用ができた。

異動届処理件数及び証明書等交付件数

項　目 １８年度 １７年度 比較

異動届処理件数（計） 17,872 20,447 △ 2,575

転入 4,173 4,198 △ 25

転居 1,806 1,871 △ 65

転出（国外転出含む） 4,779 4,727 52

出生 　＊ 1,269 1,184 85

死亡 　＊ 1,160 1,159 1

戸籍届出等 　＊ 3,500 6,081 △ 2,581

その他 1,185 1,227 △ 42

証明書等交付件数（計） 184,198 202,469 △ 18,271

住民票関連 84,100 95,927 △ 11,827

印鑑登録証（新規登録） 6,623 6,750 △ 127

内 印鑑証明書 66,721 72,287 △ 5,566

戸籍関連 23,108 24,174 △ 1,066

外国人登録原票記載事項証明書 1,181 1,314 △ 133

訳 住民基本台帳カード 647 304 343

身分証明書 1,567 1,454 113

諸証明書 251 259 △ 8

公的個人認証サービス 102 34 68

＊戸籍届出（他市からの通知を含む）による住民基本台帳の処理件数である。

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

  平成１９年度において、システムの更新を実施予定。

  個人情報管理の安全性が求められている中、今後も適正かつ効率的な事業運営に努める。

内
　
　
　
訳

施策別行政サービス成果表の評価指標

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

54,654 94,131 △ 39,477 42,764 81,561 △ 38,797

事業費 6,744 42,921 △ 36,177 113 121 △ 8

職員人件費 47,910 51,210 △ 3,300 0

公債費 0 0

職員数（人） 5 5 0 11,777 12,449 △ 672

再任用職員数（人） 0 1 △ 1

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 本市に本籍を定める者等

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 戸籍人口102,588人（H19.3.31現在）　他

（３）概要

戸籍届受付、審査から戸籍の作成、管理し、証明書発行のほか、人口動態調査を実施。

事業別行政サービス成果表

事業名 戸籍事業 決算書頁 166

所管室・課 市民生活部 生活文化室 市民課 作  成  者 参事　堀　哲雄

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

本市に本籍を定める者の身分関係を戸籍簿に登録し、その登録事項を公証すること。

<細事業１> 戸籍事業 細事業事業費 6,744
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

適切に戸籍を編成・保管することができ、身分関係の公証をすることができた。

戸籍届出件数

18年度 17年度 比較

出生 1,787 1,737 50

養子縁組 134 125 9

婚姻 1,512 1,530 △ 18

離婚 429 464 △ 35

法７７条の２ 149 158 △ 9

死亡 1,383 1,378 5

入籍 270 367 △ 97

帰化 29 33 △ 4

転籍 762 815 △ 53

訂正・更正 89 130 △ 41

その他 177 148 29

不受理申出 107 101 6

合計 6,828 6,986 △ 158

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

   個人情報管理の安全性が求められている中、今後も適正かつ効率的な事業運営に努める。

施策別行政サービス成果表の評価指標

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

9,639 9,469 170 7,829 6,806 1,023

事業費 57 30 27 1,456 2,269 △ 813

職員人件費 9,582 9,439 143 0

公債費 0 0

職員数（人） 1 1 0 354 394 △ 40

再任用職員数（人） 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 本市に居住し、登録している外国人

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 外国人登録人口1,409人（H19.3.31現在）

（３）概要

外国人登録原票を管理し、新規登録、変更登録などの申請に基づき、原票を更新し、登録証を交付する。

事業別行政サービス成果表

事業名 外国人登録事業 決算書頁 166

所管室・課 市民生活部 生活文化室 市民課 作  成  者 参事　堀　哲雄

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

本市に居住する外国人の居住関係及び身分関係事項を登録し、明確にすること。

<細事業１> 外国人登録事業 細事業事業費 57
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

外国人登録原票を適切かつ効率的に管理し、在住外国人の居住、身分関係を明確にすることができた。

届出件数等

項　目 １８年度 １７年度 比較

新規登録 51 64 △ 13

引替交付 24 13 11

再 交 付 19 22 △ 3

確認（切替）申請 64 69 △ 5

変更登録 611 821 △ 210

登録訂正 9 19 △ 10

閉　　　鎖 68 85 △ 17

照会・回答 259 228 31

合　　　計 1,105 1,321 △ 216

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

　平成１９年度システム更新を実施予定。

　個人情報管理の安全性が求められている中、今後も適正かつ効率的な事業運営に努める。

施策別行政サービス成果表の評価指標

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

11,021 10,255 766 11,021 10,255 766

事業費 1,439 816 623 0

職員人件費 9,582 9,439 143 0

公債費 0 0

職員数（人） 1 1 0 0

再任用職員数（人） 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 住民等

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 住民基本台帳人口159,327人、外国人登録人口1,409人（いずれもＨ19.3.31現在）

（３）概要

住居表示実施地区における新築届の受付、現場確認、住居表示台帳を整備し、住居番号を決定、通知する。

市内における街区（町名）表示板を整備、管理する。

事業別行政サービス成果表

事業名 住居表示事業 決算書頁 166

所管室・課 市民生活部 生活文化室 市民課 作  成  者 参事　堀　哲雄

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

分かりやすい住所、所在を表示する。

<細事業１> 住居表示事業 細事業事業費 1,439
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

適正に住居表示台帳の整備ができた。また、清和台地区における町名表示板を整備できた。

住居表示新築届出件数等

１８年度 １７年度 比較

住居表示新築届付番件数 366 374 △ 8

町名表示板交付枚数 404 403 1

住居番号表示板交付枚数 910 613 297

町名街区表示板再整備  * 200 - -

* 清和台地区（東・西）　４８街区実施

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

住居表示実施区域においては、適正かつ効率的な住居表示の整備に努める。

また、住居表示実施区域外（街区表示板を整備していない）地域において、町名表示板等の効果的な整備に取り組む。

施策別行政サービス成果表の評価指標

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

363 364 △ 1 363 364 △ 1

事業費 363 364 △ 1 0

職員人件費 0 0

公債費 0 0

職員数（人） 0 0

再任用職員数（人） 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 選挙人

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 　

（３）概要

年２回の政治講座を開催し通して政治意識の向上を図る

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 生徒・児童

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）概要

市内小・中・高校児童・生徒を対象に選挙啓発ポスターを募集し、選挙意識を高める

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 市民

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）概要

選挙意識の向上と選挙のルールを啓発し正しい選挙、公正な選挙意識を啓発する

事業別行政サービス成果表

事業名 選挙啓発事業 決算書頁 172

所管室・課 選挙管理委員会事務局 作  成  者 主幹　大塩　位三夫

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

選挙の重要性を平常時において選挙人に啓発し投票率の向上を図る

<細事業１> 政治講座の開催事業 細事業事業費 130

〈細事業２〉 啓発ポスター募集事業 細事業事業費 152

〈細事業３〉 常時啓発事業 細事業事業費 81
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

啓発活動は、その効果を量ることは難しいが、市民の一人一人が徐々に正しい選挙・ルールを身につけ、あるいは

知識を身につけ、さらなる選挙違反等電話などの問い合わせが増加の傾向があることは選挙意識の向上効果とみられる。

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

施策別行政サービス成果表の評価指標

今後の見通しとしては、本市の大阪都市圏衛星都市としての急激な発展と人口の増加が止まり、新住民の定着化現況時
代を迎える今日にあって、県行政・市行政を振り返り意識の向上傾向が見受けられる状況から、特に県政レベル選挙の投票
率の上昇が期待できる。また、国政選挙においては、本市はもとより投票率が良好ではあるが、今後さらなる上向きになるこ
とが期待されるものである。

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

87,203 0 87,203 87,203 0 87,203

事業費 77,621 77,621 0

職員人件費 9,582 9,582 0

公債費 0 0

職員数（人） 1 1 0

再任用職員数（人） 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 選挙人及び被選挙人

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 有権者

（３）概要

市長選挙と市議会議員の同時選挙の執行

事業別行政サービス成果表

事業名 市長選挙及び市議会議員選挙事業 決算書頁 176

所管室・課 選挙管理委員会事務局 作  成  者 主幹　大塩　位三夫

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

選挙管理執行

<細事業１> 市長選挙及び市議会議員選挙事業 細事業事業費 77,621
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

任期満了を迎える市長市議の選挙執行にあって、何等問題なく公正正確に執行できた。

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

施策別行政サービス成果表の評価指標

選挙事務の応援体制については、職員削減の施策や、全体的な高齢化の影響もあわせて、今後は選挙事務を全庁的業
務として、市長部局との調整の強化を図る必要がある。

また、開票時間の短縮については、経費削減等の観点から思慮すべき事項ではあるが、正確を期するという選挙の原則か
らいえば相反する事項であり、選挙ミスを引き起こす環境を作り出すことにもつながりかねず、双方のバランスを取りながら慎
重に対処していくところである。

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

223 0 223 223 0 223

事業費 223 223 0

職員人件費 0 0

公債費 0 0

職員数（人） 0 0

再任用職員数（人） 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 農業委員会選挙の有権者（選挙人及び被選挙人）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 農業委員会選挙人名簿登載者

（３）概要

３年を任期とする農業委員会の任期満了選挙で委員定数１２人に対し、無投票であった。

しかし立候補者の説明会、候補者の受付、選挙会の開催を経て当選人を決定する選挙事務は実施された。

事業別行政サービス成果表

事業名 農業委員会選挙事業 決算書頁 178

所管室・課 選挙管理委員会事務局 作  成  者 主幹　大塩　位三夫

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

農業委員会選挙の管理執行

<細事業１> 農業委員会選挙事業 細事業事業費 223
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

無投票となった選挙ではあるが、一連の選挙事務準備から当選人決定と当選証書付与に至るまでには法令に従い厳正に事務の終了をし

計画どおり遂行できた。

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

施策別行政サービス成果表の評価指標

　 今後も「農業委員会委員等に関する法律」に基づき、市選挙管理委員会において農業委員会委員の選挙を実施する。
　

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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１．事業名等

２．コスト情報 （単位:千円）

１８年度 １７年度 比較 財源 １８年度 １７年度 比較

415,324 142,868 272,456 349,967 64,584 285,383

事業費 319,504 10,722 308,782 38 71 △ 33

職員人件費 95,820 132,146 △ 36,326 0

公債費 0 0

職員数（人） 10 14 △ 4 65,319 78,213 △ 12,894

再任用職員数（人） 0

３．事業の目的

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 除草対象地　　小花1丁目１１－１外13箇所

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 除草面積　　　　5,400㎡

（３）概要 夏、秋合計　　５，４００㎡の除草作業を行った。

国土利用計画法第２３条第１項の規定に基づく届出を１３件受理した。

　 公有地の拡大の推進に関する法律第４条第１項及び第５条第１項に基づく届出を２件受理した。

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 火打１丁目２０９－２外

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 383.18㎡

（３）概要 歩道整備事業、道路改良事業等に必要な事業用地の買収交渉を行い、383.18㎡の契約を締結した。

また、用地先行取得事業特別会計へ繰出金308,311千円を支出した。

内訳 歩道整備事業（市道4号）250.52㎡、第二名神周辺対策事業（市道54号）42.32㎡、道路改良事業（市道55号）90.34㎡

事業別行政サービス成果表

事業名 土地対策事業 決算書頁 314

所管室・課 土木部　土木政策室　土木政策課 作  成  者 課長　元井　悦夫

事業コスト

総 事 業 費 一般財源

内
　
訳

国県支出金

地方債

特定財源（都市計画税）

参考
特定財源（その他）

公共用地の買収及び管理事業、国土利用計画法に関する事務処理

<細事業１> 用地管理事業 細事業事業費 9,145

<細事業２> 公共用地買収事業 細事業事業費 310,359
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５．事業成果

（１）事業目的に対する効果

（２）成果内容

当初の目的を達成し、事業目的に対する効果を得る事ができた。

＜細事業２＞に関する成果説明

用地取得面積

18年度 17年度 16年度 15年度 　

383.18 413.48 860.66 944.90

0 279.27 0 4,726.77

　面積（㎡）

年　　　　度

６．今後の方向性、見通し等

　事業遂行上の課題や改善できる点、19年度以降の見通しについて

   平成１９年度も同様の手法で事業を遂行し、目的を達成できるよう取り組むものである。

年　　度

道路用地

その他の公共用地

施策別行政サービス成果表の評価指標

大きな効果があった 多少効果があった非常に大きな効果があった 効果がなかった
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